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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第65期
第２四半期
連結累計期間

第66期
第２四半期
連結累計期間

第65期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 12,413,463 12,058,098 28,087,323

経常利益 (千円) 211,400 166,880 695,656

四半期(当期)純利益 (千円) 124,887 79,688 340,299

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 126,988 33,943 378,399

純資産額 (千円) 6,405,476 6,595,792 6,625,210

総資産額 (千円) 15,858,797 15,737,100 18,615,812

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 19.71 12.58 53.72

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 40.4 41.9 35.6

営業活動によるキャッシュ・フロー　  
（千円）

△599,888 47,325 △698,901

投資活動によるキャッシュ・フロー　  
（千円）

△17,753 △71,280 △27,138

財務活動によるキャッシュ・フロー　  
（千円）

18,053 △103,204 △53,629

現金及び現金同等物の四半期（期末）  　
残高（千円）

2,011,017 1,703,574 1,829,784

　

回次
第65期
第２四半期
連結会計期間

第66期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 18.17 6.85

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）におけるわが国経済は、

東日本大震災の復興需要等を背景に企業の生産活動や設備投資に回復の兆しが見られたものの、歴史的

な円高や欧州の財政不安による海外経済減速を背景とした輸出の減少により、依然として先行き不透明

な状況で推移しております。

このような状況下、当社グループにおきましては、経営基本方針として「経営基盤の強化と企業価値の

向上」を継続し、顧客密着営業の強化のもと、単品販売だけでなく、エンジニアリング機能強化によるシ

ステム販売や、顧客のあらゆるニーズに的確に対応するワンストップ販売を推進してまいりました。

既存事業領域である石油化学、鉄鋼、電力業界等における各種プラント設備の安定運転維持に必要な計

測制御機器、設備の維持、延命に必要な保安・メンテナンス機器、省エネ機器やオイル管理機器等の環境

配慮型商品の拡販に注力するとともに、東日本大震災の復興需要を取り込み、社会インフラ市場への各種

産業機械の販売に努力いたしました。

また、当社グループの重点市場と位置付ける研究開発市場においては、情報の共有と活用による顧客の

開拓と深耕を推進し、中国市場においては、リプレース需要拡大に注力するとともに、環境配慮型商品の

拡販を促進し、新たな収益基盤の構築に邁進してまいりました。

その結果、官公庁向けを中心として路面清掃車他産業機械の売上が伸張したものの、船舶、電力、機械設

備、プラント関連他全般的に設備投資が低調で、工業用計測制御機器の売上が伸び悩み、当第２四半期連

結累計期間の売上高は120億58百万円（前年同四半期比2.9％減）となり、売上総利益19億10百万円（前

年同四半期比4.1％減）、営業利益１億66百万円（前年同四半期比20.7％減）、経常利益１億66百万円

（前年同四半期比21.1％減）、四半期純利益は79百万円（前年同四半期比36.2％減）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ28億78百万円減少し157億37

百万円となりました。これは前連結会計年度末に比べ、受取手形及び売掛金が27億89百万円減少したこと

が主な要因であります。

一方負債の部では、前連結会計年度末に比べ28億49百万円減少し91億41百万円となりました。これは前

連結会計年度末に比べ支払手形及び買掛金が23億93百万円、未払法人税等が２億20百万円それぞれ減少

したこと等によるものであります。

純資産は剰余金の配当による減少が63百万円、その他有価証券評価差額金の減少が48百万円、四半期純

利益が79百万円であること等により前連結会計年度末に比べ29百万円減少し65億95百万円となりまし

た。その結果、自己資本比率は41.9％となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金および現金同等物（以下「資金」という）は17億３百万円と

なり、前連結会計年度末に比べ１億26百万円減少いたしました。各キャッシュ・フローの状況は次のとお

りです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は、47百万円となりました。（前年同四

半期連結累計期間は５億99百万円の減少）これは、売上債権の回収が、仕入債務の支払いを上回ったこと

が主な要因であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は、71百万円となりました。（前年同四

半期連結累計期間は17百万円の減少）これは、有形固定資産の取得による支出が38百万円、投資有価証券

の取得による支出が20百万円あったことが主な要因であります。

これにより、営業活動によるキャッシュ・フローと、投資活動によるキャッシュ・フローをあわせたフ

リー・キャッシュ・フローは、23百万円のマイナスとなりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は、１億３百万円となりました。（前年

同四半期連結累計期間は18百万円の増加）これは、配当の支払いによる支出があったことと、長期借入金

の返済による支出があったことが主な要因であります。　

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループの売上比率が高い工業用計測制御機器や産業機械の需要は、設備投資動向や生産動向の

影響を強く受けるため、国内外の経済環境の悪化により設備投資の動向に陰りが生じた場合、当社グルー

プの業績に多大な影響を与える可能性があります。また、商社である当社の性格上、特に産業機械等の大

口案件については、売上高は大きいものの、売上総利益率は低くなる傾向があり、営業利益等に重要な影

響を与える可能性があります。

これらを回避すべく、当社は全国35拠点のセールスネットワークと幅広い業界にわたる優良な顧客層

を活かして、業界に偏りのない販売活動を展開することで、特定の業界での設備投資動向による業績への

影響を最小限にとどめるよう努めるほか、既存事業領域における顧客密着営業強化と、先行投資分野の売

上向上による収益の改善等の営業施策を実施することで、経営計画の実現に邁進してまいります。

　

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

足元の事業環境につきましては、復興需要等を背景に企業の生産活動や設備投資に回復の兆しが見ら

れたものの、歴史的な円高や欧州の財政不安による海外経済減速を背景とした輸出の減少により、経済環

境の先行きは不透明であります。また、プラントや工場内で使用される工業用計測制御機器の国内市場は

成熟化が進み、持続的な市場の成長はあまり期待できず、更に、大きな流れとしては、国際分業や円高の影

響により、当社グループの事業領域における各企業においては、今後も国内から海外への工場移転が進む

と考えております。

このような状況のもと、当社グループは、国内市場においては、環境・保安・メンテナンス機器の拡販、

エンジニアリング機能強化による高付加価値システム販売の推進、新商材の発掘と市場投入、自動車産業

市場と震災復興需要を含む社会インフラ市場への取組強化等により、既存事業領域での業容拡大に努め

ると共に、先端技術開発に携わる各企業の生産技術研究部門・品質保証部門への深耕・拡大営業による

新たな収益基盤の確保に注力してまいります。海外市場においては、引き続き中国を重点市場とし、当社

100％子会社である英和双合儀器商貿（上海）有限公司による日系企業の開拓と深耕営業を展開するこ

とにより成長拡大を図ってまいります。

当社グループにおいては、人材が最大の経営資源であり、「現場力の強化」を経営方針として、変化し

続ける顧客のニーズに適確に対応できる人材育成とそれを統合するチーム力の強化に今後も注力してま

いります。また、内部統制システムの継続的改善により、財務報告の健全性の維持、企業活動における法令

順守、反社会的勢力排除、公正性、倫理性の確保、お客様が満足できる品質の製品・サービスの提供、地球

環境保全活動の推進、災害時の事業継続計画の整備等実施することで、持続可能なCSR（社会貢献）経営

を推進してまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,710,800

計 20,710,800

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,470,000 6,470,000
大阪証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は
100株であります。

計 6,470,000 6,470,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

   該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

   該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

   該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年９月30日 ─ 6,470,000 ─ 1,533,400 ─ 1,565,390
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

阿　部　健　治 大阪府堺市堺区 414 6.40

阿　部　和　男 大阪市住吉区 257 3.97

東京計器株式会社 東京都大田区南蒲田２丁目１６－４６ 246 3.81

長野計器株式会社 東京都大田区東馬込１丁目３０－４ 206 3.19

二　反　田　静　太　郎 兵庫県西宮市 190 2.94

阿　部　英　男 横浜市中区 175 2.71

株式会社百十四銀行 高松市亀井町５－１ 165 2.55

英和社員持株会 大阪市西区北堀江４丁目１－７ 157 2.43

松　村　展　行 東京都世田谷区 107 1.65

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６－６
日本生命証券管理部内

100 1.55

計 ― 2,020 31.23

(注) １　所有株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。

２　上記のほか、自己株式が135千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合2.09％）あります。
　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式   135,600

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,327,200 63,272 ―

単元未満株式 普通株式  7,200 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 6,470,000― ―

総株主の議決権 ― 63,272 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式80株が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
英和株式会社

大阪市西区北堀江４丁目
１－７

135,600― 135,600 2.09

計 ― 135,600― 135,600 2.09

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成24年７月１日

から平成24年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,829,784 1,703,574

受取手形及び売掛金 ※1
 13,293,551

※1
 10,503,953

たな卸資産 ※2
 431,095

※2
 545,487

その他 243,624 214,864

貸倒引当金 △7,914 △6,225

流動資産合計 15,790,140 12,961,654

固定資産

有形固定資産 1,474,637 1,490,921

無形固定資産 100,058 91,293

投資その他の資産

その他 1,315,822 1,258,264

貸倒引当金 △64,846 △65,033

投資その他の資産合計 1,250,975 1,193,231

固定資産合計 2,825,672 2,775,446

資産合計 18,615,812 15,737,100

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 10,047,985

※1
 7,654,284

短期借入金 79,588 50,000

1年内返済予定の長期借入金 180,000 430,000

未払法人税等 247,365 27,068

賞与引当金 365,860 203,566

役員賞与引当金 18,000 9,152

その他 285,160 230,111

流動負債合計 11,223,959 8,604,182

固定負債

長期借入金 430,000 167,936

退職給付引当金 217,332 243,439

引当金 118,631 125,070

その他 680 680

固定負債合計 766,643 537,125

負債合計 11,990,602 9,141,307
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,533,400 1,533,400

資本剰余金 1,567,550 1,567,550

利益剰余金 3,523,621 3,539,966

自己株式 △48,584 △48,602

株主資本合計 6,575,986 6,592,313

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 61,651 12,919

為替換算調整勘定 △12,427 △9,440

その他の包括利益累計額合計 49,223 3,478

純資産合計 6,625,210 6,595,792

負債純資産合計 18,615,812 15,737,100
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

売上高 12,413,463 12,058,098

売上原価 10,420,597 10,147,604

売上総利益 1,992,865 1,910,494

販売費及び一般管理費 ※１
 1,782,890

※１
 1,744,058

営業利益 209,975 166,436

営業外収益

受取利息 1,987 973

受取配当金 3,230 3,814

仕入割引 8,465 6,694

為替差益 133 －

その他 6,513 6,749

営業外収益合計 20,331 18,231

営業外費用

支払利息 6,876 4,704

支払保証料 7,387 9,635

為替差損 － 845

その他 4,641 2,602

営業外費用合計 18,905 17,787

経常利益 211,400 166,880

特別利益

有形固定資産売却益 － 250

特別利益合計 － 250

特別損失

有形固定資産除却損 1,305 1,505

ソフトウエア除却損 － 213

その他 26 －

特別損失合計 1,331 1,719

税金等調整前四半期純利益 210,069 165,411

法人税、住民税及び事業税 86,893 17,411

法人税等還付税額 △15,645 －

法人税等調整額 13,933 68,311

法人税等合計 85,181 85,722

少数株主損益調整前四半期純利益 124,887 79,688

四半期純利益 124,887 79,688
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 124,887 79,688

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △402 △48,731

為替換算調整勘定 2,503 2,987

その他の包括利益合計 2,100 △45,744

四半期包括利益 126,988 33,943

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 126,988 33,943

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 210,069 165,411

減価償却費 38,136 40,093

貸倒引当金の増減額（△は減少） △736 △1,503

退職給付引当金の増減額（△は減少） 28,649 26,107

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △32,371 6,439

受取利息及び受取配当金 △5,218 △4,787

支払利息 6,876 4,704

為替差損益（△は益） △2,340 －

有形固定資産売却損益（△は益） － △250

有形固定資産除却損 1,305 1,505

無形固定資産除却損 － 213

売上債権の増減額（△は増加） 801,967 2,790,949

たな卸資産の増減額（△は増加） △51,469 △114,363

その他の流動資産の増減額（△は増加） △18,389 △51,662

仕入債務の増減額（△は減少） △1,248,394 △2,395,051

その他の流動負債の増減額（△は減少） △60,506 △200,231

その他 △17,160 7,797

小計 △349,582 275,370

利息及び配当金の受取額 5,068 4,688

利息の支払額 △6,730 △4,462

法人税等の支払額 △266,179 △228,271

法人税等の還付額 17,536 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △599,888 47,325

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △9,560 △38,022

有形固定資産の売却による収入 － 250

無形固定資産の取得による支出 △7,354 △6,839

投資有価証券の取得による支出 △359 △20,814

その他 △480 △5,855

投資活動によるキャッシュ・フロー △17,753 △71,280

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 － △28,141

長期借入れによる収入 550,000 128,141

長期借入金の返済による支出 △500,000 △140,000

自己株式の取得による支出 △145 △17

配当金の支払額 △31,800 △63,186

財務活動によるキャッシュ・フロー 18,053 △103,204

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,000 948

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △598,589 △126,209

現金及び現金同等物の期首残高 2,609,606 1,829,784

現金及び現金同等物の四半期末残高 *1
 2,011,017

*1
 1,703,574
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日  至　平成24年９月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以

降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　この変更が損益に与える影響は軽微であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。また、一括支払信託制度を利用した買掛金等の支払についても同様の会計処理をしておりま

す。

　　 なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形等を、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

受取手形 180,322千円 187,497千円

支払手形 88,673〃 659,666〃

買掛金（一括支払信託） 38,399〃 51,907〃

　

※２ たな卸資産の内訳

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

商品及び製品 378,020千円 486,096千円

仕掛品 20,437〃 21,255〃

原材料 32,636〃 38,134〃

　
　

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

給料手当及び賞与 748,296千円 714,291千円

賞与引当金繰入額 225,979〃 198,066〃

役員賞与引当金繰入額 6,000〃 9,152〃

賃借料 186,097〃 184,858〃
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

は、次のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

現金及び預金 2,011,017千円 1,703,574千円

現金及び現金同等物 2,011,017千円 1,703,574千円

　

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 31,674 5.00平成23年３月31日 平成23年６月29日

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年11月９日
取締役会

普通株式 利益剰余金 31,671 5.00平成23年９月30日 平成23年12月５日

　
　

当第２四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 63,343 10.00平成24年３月31日 平成24年６月28日

　　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年11月７日
取締役会

普通株式 利益剰余金 31,671 5.00平成24年９月30日 平成24年12月５日
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、工業用計測制御機器、環境計測・分析機器、測定・検査機器、産業機械等をユーザーへ

販売（一部製造販売）することを事業としております。取扱商品の内容、販売市場、販売方法、サービスの

提供方法が類似している事等から判断して、当社グループの事業区分としては単一セグメントであるた

め、記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間

　　(自　平成23年４月１日
 　　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
　　(自　平成24年４月１日
 　　至　平成24年９月30日)

1株当たり四半期純利益金額 19円71銭 12円58銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額（千円） 124,887 79,688

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額（千
円）

124,887 79,688

普通株式の期中平均株式数(株) 6,334,786 6,334,326

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第66期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）中間配当について、平成24年11月７日開催の

取締役会において、平成24年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うこ

とを決議いたしました。

①中間配当の総額　　　　　　　　　　　　　31,671千円

②１株当たりの中間配当額　　　　　　　　　　５円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成24年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成24年11月６日

英和株式会社

取締役会　御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社員

　
公認会計士　　小 山 謙 司　　印

　
指定有限責任社員
業 務 執 行 社員

　
公認会計士　　矢 倉 幸 裕　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている英和
株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成24
年７月１日から平成24年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30
日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包
括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、英和株式会社及び連結子会社の平成24年９月
30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ
ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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